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TEC 発電所位置図 
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写真１ TEC 管理事務所 （滑走路側から東を望む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2 既設発電設備建屋 （TEC 事務所裏から北西方向を望む） 
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写真３ 運転中の発電機（手前から No2、No3、No4、No5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 4 発電所の燃料受入 （TEC 事務所裏） 
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写真 5 潮風による損傷の激しい No8A 変圧器 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 6 故障により取り外された No7 変圧器と仮設ケーブル 
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要 約 

 
 
１．要請内容の変更 
ツバル国からの無償資金協力要請書（2002 年７月）によると、同国の電力需要は増加傾

向にあり、今後政府オフィス、病院、船員養成学校、桟橋等が整備されるにつれて今後深

刻な電力供給不足が懸念される。これに対処するために出力 1,400kW のディーゼル発電機

2 台、および配電設備を軸とする新規発電設備の建設を日本政府に要請してきた。建設地と

しては現発電所の北方 500ｍの沼地に隣接する地点をあげていた。 
2004 年 7 月実施の予備調査により各要請コンポーネントの内容・金額の根拠を確認した

ところ、ツバル側は当初の要請に対し 2 年経過したこともあり次表に示すように要請の内

容を変更してきた。主な変更点は次の 2 点である。 
・新発電設備設置位置を既設発電設備隣接地に変更 
・新発電設備は 600kW～900kW４台に変更 
各項目の詳細は次表のとおりである。 

 
表 要請内容の新旧比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2002年7月要請内容 予備調査における要請内容変更点と確認点

サイト位置

約300m北よりの政府所有未使用地 TEC構内の既設発電設備隣接位置
発電設備

2 x 1400kW ディーゼルエンジン

発電機 4 x 750KVA 発電設備
上記据付用資材

補助設備器材

エンジン周辺設備
電気設備
燃料タンク 4 x 750KVA 発電設備

廃油燃焼設備
上記据付資材

杖付け工事

予備品

新発電設備建屋
建屋 増設レイアウト上既設TEC管理棟の撤去が必要となりそのフロアを含む
土木工事

基礎工事
新旧発電設備の接続
海底ケーブル 本島と海事学校間 (海底部分はFogafaleとAmatoku間の約800m）

配電設備 新政府庁舎、接続箱、新病院間 ツバル側で設置済み使用中
港湾設備、No8配電変圧設備、海事学校間

変電設備 新政府庁舎、新病院 ツバル側で設置済み使用中
港湾設備増強、海事学校 海事学校は60kVA３機設置使用中

電圧調整装置 海事学校に設置

新規内容 既設配電設備の補修と増強
政府庁舎向け専用配電設備（含旧政府部署用100kVA変電設備)
配電設備点検管理用測定器（ケーブル故障位置測定など）
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２．要請内容に対する調査結果 
(1)需要予測 

実施機関のツバル電力公社（TEC）による将来供給計画における将来需要の予測は、最

大電力消費時と思われる時に電流測定を実施して現時点の最大電力を把握し、過去の最大

電力の平均伸び率に次に示す増加設備による消費電力増を現状の差引きで織込んでいる。 
需要想定に含まれている新規増加負荷内容： 
・新庁舎の差引き増分 184kW：2004 年 7 月末に移転業務開始済 
・競技場照明新設 18kW：滑走路すぐ東側に新設中、2004 年内に利用開始 
・流通業（NaFICOT）の冷凍庫増設 75kW：2004 年に使用開始 
・港湾設備（Wharf）増強 80kW：2006 年増強予定 
これに対し、1995 年から 2004 年までの 10 年間に最大需用電力が約 2 倍となり平均年率

7%で伸びてきた実績と、電力負荷がほぼ業務用（政府も含む）と家庭用に限られているの

でこの増勢はしばらく続くと思われる点、電力消費の効率化（いわゆる省エネルギー）ま

たはピークカットを考慮しなければならないものの両部門とも電力消費に対する利便性

（付加価値）が強く作用する点などを考慮すると、TEC の想定はほぼ妥当な範囲と考える。 
 
(2)発電設備の増強 

TEC 計画の発電機単機容量と基数に対して供給安定度の考え方に応じていくつか代案を

例示できる。ポイントは 2005 年に予想されるピーク負荷時供給支障の回避、供給予備力を

考慮した単機容量の設定、今後 10 年間に想定される最大電力増加（約 1000kW から

2000kW）に対応した適切な設置時期などである。 
本調査では、第 4 章で述べるとおり、４ケースを比較したうえで電力需要とその伸び、

発電設備単機容量、当面の供給予備力維持、設備利用率などから、550kVA（440kW）4 基

が最もバランスが取れていると結論付けた。しかしながら、検討の前提となった設備稼働

率、予備率などの諸条件については、本格調査時に再度見直しが必要である。そのために

は現状レベルより発電設備の稼働率を向上させることが求められ、TEC に対し設備維持管

理レベル向上について技術移転支援をすることが必要となろう。 
 
(3)配電設備他 

配電設備について当初要請にあった新政府庁舎および日本の援助による新病院に対して

は既にツバル側にて設置済みでそれぞれ供用開始していた。 
またAmatoku島にあるMaritime Schoolへの海底ケーブルを含む配電設備設置要請につい

いて、現地調査の結果、現用の独立発電設備は補強することで充分であり､費用の嵩む配電

設備は、その将来電力需要から見て過剰な設備である。 
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一方、島内で地下埋設高圧配電ケーブルの障害個所があり、現状仮設で電力供給をして

いる。また島内の一部配電変圧設備は塩害による外部腐食が激しく、その中の 4 箇所は早

急に補修する必要がある。これらに対し支援の要請があったため、本格調査時に検討する

必要がある。 
 
３．TEC の経営状況 
新規発電施設の運営は TEC が行うため、同社の経営状況について調査を行った。TEC は

1996 年から 2000 年までは年間 30 万ドル程度の赤字経営が続いていた。これは操業費が販

売収入を上回る状態が長く続いたためである。これを補填する目的で 2000 年から政府の補

助金が交付されるようになった。補助金は 2000 年には 30 万ドル、2001 年には 70 万ドル、

2002 年には 90 万ドルと増加傾向にある。その結果最終損益は 2001 年から黒字に転じてい

る。しかし補助金の出所については明らかでないため、今後明らかにする必要がある。 
しかしながら、政府は TEC に補助金を出す一方で、必ずしも電気料金を確実に支払って

きたわけではなく、一部は TEC の売掛金として残っているなど、経営上の不安定要素とな

るため、政府として TEC の健全経営へのサポートをどのような形で実施するか本格調査時

に確認が必要である。 
 
４．環境社会配慮 

環境社会配慮については、ツバル国側実施機関および環境省の実施体制、対応能力など

を確認するとともに、JICA 環境社会配慮ガイドラインを踏まえ、ツバル国側と共同で IEE
レベルの調査を実施し、本プロジェクトが環境に重大な影響を与えるものではないことを

確認した。 
特に建設サイトについては、新規発電所を現在の敷地内に増設する形となったため、環

境社会に重大な影響を与える要因は無く、発電所における通常の留意事項（廃油、ノイズ、

大気汚染など）への対策を取ればよいと考える。 
その他、非自発的移転等 JICA 環境社会配慮ガイドラインに抵触する問題も存在しない。

設備容量の増加に対する住民の期待は大きいことから、TEC より発電所新設に関する社会

的合意は得られている旨の発言があった。 
既にツバル国政府は環境影響評価調査報告書を完成させており、関係機関の承認が取得

できれば、本プロジェクトにおける環境社会配慮は完了したものと言える。 
 
５．適正な協力範囲 
(1)発電設備は単機容量 440kW（発電機定格 550kVA）4 基が需要想定と負荷特性から最も

適切と考えられるが、検討の前提となる設備容量や予備率についての検証を本格調査時に

実施する必要がある。 
(2)配電設備について、Maritime Schoolは別途小型パッケージ発電設備で補強すればよく、
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要請内容にある海底ケーブルで新設発電設備に接続することは適切でない。 
(3)台風などの自然災害時に政府機関中枢までもが全停電になることを避けるための専用配

電設備につき検討する必要がある。 
(4)既設配電設備では故障中で対応が取られていないもの､塩害などで損傷が激しいもの、停

電事故発生時の対処ノウハウなど管理の行き届いていない部分に対し適切な協力が必要と

考える。 
 
６．本格調査実施時の留意点 
予備調査の内容から本格調査では、次の項目が主な留意点となる。 
(1)需要予測 
(2)最適な発電機型式と単機容量 
(3)発電設備および関連設備機種とレイアウト 
・高潮時の海水浸入に対しフロアレベルの嵩上げを考慮 
(4)配電設備 
・Maritime School に配電ケーブルを設置する案は避け、小型発電機（Package type）で

代替する等の案を検討 
(5)環境配慮その他 
・廃油などが地中に浸透しないよう考慮 
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第1章 調査の背景・経緯 
 
1.1 調査の目的 
ツバル国側との協議および現地調査を通じて、本プロジェクト、ツバル国「フナフチ環

礁電力供給施設整備計画」の無償資金協力案件としての妥当性、必要性、緊急性を確認し、

今後基本設計調査を実施する場合の協力対象コンポーネントを検討・提言する。 

 

実施機関（ツバル電力公社：TEC）対し、各要請コンポーネントの内容・金額の根拠を

確認する。とくにディーゼル発電機（DEG）の要請（1,400kW×2 台）については、明ら

かに過大であると考えられるため、既存 DEG の運転・維持管理状況を調査し、DEG の補

修ローテンションを考慮した最適な運用が可能となる定格出力・台数を検討・提言する。

また、各新規大口需要家、待機需要家向け 11kV 配電ケーブル敷設の全体計画と既設配電網

の現況を確認し、電力ケーブルによる配電の妥当性と要請されたネットワークの妥当性を

検証する。 
 

環境社会配慮については、ツバル国側実施機関および環境関連省庁の実施体制、対応能

力などを確認するとともに、JICA 環境社会配慮ガイドラインを踏まえ、ツバル国側と共同

で IEE レベルの調査を実施し、本プロジェクトが環境に重大な影響を与えるものではない

ことを確認するとともに、今年度以降の要請に必要となる調査手法の指導（技術移転）も

併せ実施する。 
 

1.2 調査の背景・経緯 
ツバル国は南太平洋フィジーの北方、南緯 8 度 30 分、東経 179 度、日付変更線の西に位

置する 9 つの島（珊瑚礁）からなる島嶼国家である。9 島合わせた国土面積は 26km2、人

口は 10,200 人1と少ない。フォガファレ（Fogafale）島のあるフナフチ環礁が９島のうち最

大の島で人口は約 5000 人である。しかし国全体としては東西 1,000km、南北 600km にお

よぶ広大な海上水域をもっている。珊瑚礁の島であるため土壌が多孔質で農業に適さず、

カツオ、マグロ等の漁業以外の目立った産業のないツバルは、食料その他の生活必需品を

ほとんどすべて輸入に頼っている。貨物船が接岸できる桟橋はフナフチ島にあるのみで、

輸入される食糧、生活物資、石油製品はすべてフォガファレ島で荷揚げし、離島間連絡船

で各離島へ運搬されている。連絡船 MANU FOLAU 号は最近日本の無償資金協力で整備さ

れ、離島の住民の生活に多大の貢献をしている。 
 
 
                                                  
1 2003 年の統計 
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ツバル国は旧英連邦に属し、行政の長は首相が務める。人種はポリネシア人が大部分を

占め、言語はポリネシア語、英語、通貨はオーストラリアドルが使われている。すべての

行政機関、警察、消防、銀行、ラジオ放送局、病院等はフォガファレ島に集中している。

テレビ放送はないが、電話は各離島まで整備されている。航空便はフィジー国スバ空港と

の間に週 2 便が運航されている。陸上交通では、バイクが比較的身近な庶民の交通機関と

なっており、自動車、軽トラックなどの四輪車は少ない。 
 
首都であるフナフチ環礁以外の島は無電化地域が多い。現在ツバル国政府は全国民に平

等にインフラを提供し、生活水準の向上を図る目的で、国を構成する 9 島のうち、既に電

化が完了しているフォガファレ島以外の島々(Outer Island)についても、熱心に電化に取り

組んでいる。これには離島への資本流入を図り地域振興に結びつける狙いもあり、フォガ

ファレへの一極集中を避ける意味から、ヴァイトゥプ（Vaitupu）島（フォガファレ島に次

ぐ規模）の電化に力を入れている。 
 
離島の電化に関しては、TEC の管轄するディーゼル発電による電化と、TSECS が管轄す

る太陽光発電（PV）によるものとがある。また最近は開発援助の受けやすいディーゼルと

太陽光のハイブリッドシステムも注目されている。 
 
政府は従来 TSECS を事業母体として PV によるこれら離島の電化政策を推進してきた。

PV による電化は原則的に蛍光灯による照明までで、近年その他の電気機器も離島で導入さ

れ始めたが、大容量の需要には対応できないため、住民の支払能力を勘案しながら徐々に

ディーゼル発電設備へのに置き換えを図っている。 
 
フォガファレ島における電力供給設備整備は欧州連合（EU）などの援助を加えながら進

められてきたが、2001 年に導入した 1000kW 機が、設計不良と思われる原因で 50%負荷程

度しか出力できていない。これが電力需給計画を大幅に乱す要因となったものと思われる。

このためその他の発電設備の老朽化と併せ、フォガファレ島における電力需給は極めてタ

イトな状況になっていたことに加え、台湾の援助による新政府庁舎、日本の無償資金協力

による新病院の稼動が重なり、ピーク需要への対応が懸念される事態となっていた。 
 
今回ツバル側は当初の 1400kW 機 2 台の増強要請に対し、調査時点で主に次の２点につい

て要請内容を変更してきた。（Appendix１） 
・新発電設備設置位置を既設発電設備隣接地に変更した 
・新発電設備は 600kW～900kW４機に供給計画を変更した 
以下各章で詳細に述べていく。 
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第2章 プロジェクトの概要 
 
2.1 当該セクターの概要 
2.1.1 電力セクターの現状 
(1)TEC の管轄範囲 
ツバル国における電力事業は、公共事業エネルギー省(MWE: Ministry of Works and 

Energy)の監督の下、ツバル電力公社(TEC: Tuvalu Electricity Corporation)が運営、維持

管理を行っている。ツバル国を構成する 9 個の主な島（環礁）の内、一番南端の Niulakita
島を除く 7 箇所の各島(環礁)、すなわち南から北へ順に Nukulaelae 環礁、Nukfetau 環礁、

Vaitupu 島、Nui 環礁、Nanumanga 島、Niutao 島、そして最北端の Nanumea 環礁に TEC
の支局を置いて業務を遂行している。フナフチ（Funafuti）はツバル国最大の環礁で居住

人口が最も多く首都機能があり、TEC 本社機能はこの環礁の最大の島である Fogafale 島の

空港滑走路のすぐ東側中央部に隣接している。今回調査はこの Fogafale 島における電力供

給設備が対象範囲となる。 
 
(2)フォガファレ（Fogafale）島における電力需要現況 
電力需要は 2003 年実績で 3,849MWh（時間平均 439.4kWh/h）で最大電力は送電端

774kW（12 月）を記録している。電力需要の伸びは速く平均電力は 3 年平均伸び率で年率

10％を超え、5 年平均でも一昨年以降 9%を超えている。最大電力の伸びも同じように 3 年

平均伸び率で年率 8±1%、5 年平均では至近 2 年間は 9%を超えている状況となっている。 
 
フナフチにおける電量需要実績（能力限界は銘板定格の 80%運用とした場合） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：TEC Power Balance 資料から調査団作成 
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特にここ 2 年間の伸び率は高く、現在供用されている発電設備４機の合計定格容量は

1,040kW（運用最大出力 840kW）であり、予備機も無く、1 台のトラブル発生で即供給支

障をきたす状況にあり、既に早急な対策を必要としている危機的な状況にある。 
なお、2003 年の部門別月間電力需要の年初対年末伸び率は業務部門が 34%、家庭部門が

29.5%、政府が 11.9%であった。 
調査期間中の 7 月 20 日 14 時に電力消費が瞬時値 852kW を示し記録更新となったが、

この時は Wharf 業務の一部中断と海水淡水化設備の一時停止などの負荷制限を実施した。

このような処置は事前取り決めされてはいるが、ペナルティなどの補償設定はない。 
 
最大容量機の通称 Megaset（1,250kVA/1,005kW）は停止中で、既に売却交換が決定され

ており、代替機の 500kVA が製造者側で用意されれば現在の 5 号機（310kVA/248kW で中

古品を購入）と入れ替えることになっている。（本年 11 月ごろの見込み） 
 
配電設備は、高圧側 11kV は鋼帯外装ケーブルによる地中線路（直接埋設）で、14 箇所

の配電用変圧設備で低圧に変圧され全て地中埋設で各消費者に供給されており、東からの

卓越風で運ばれてくる塩害に対処している。最近設置された新政府庁舎および日本の援助

で建てられた病院向けの配電用変圧設備（モールドタイプ）は設置済みである。なお現在 2
箇所で配電ケーブル障害があり、一箇所は直接ジョイントにより修復されているが、他の

一箇所は道路工事中に傷つけられたものの、その故障点が明確でなく現在もなお仮設で供

給しているが、その仮設部位はケーブルが地面に露出しており危険な状態である。現状の

TEC には故障点判別測定器が無いため、地中埋設部を全部掘り起こして対応するしかない

が、未対応である。 
 
(3)TEC の組織と運営 
TEC の組織を図に示す。フォガファレ島にある本社組織と離島を管轄する Outstation の

組織がある。設備投資は全て政府予算で賄われ、TEC 自体は投資資金を持っていない。収

入は電気料金収入と政府の補助金が当てられ、その限りにおいて 2002 年度から黒字決算と

なっている。現行の電気料金と徴収は、内閣が次の Tariff を指示し、それに従って料金徴

収を行う形となっている。（組織関連：Appendix２） 
各離島からの居住者  0.30 Au￠/kWh 
フナフチ居住者  0.34 Au￠/kWh 
事業者（含政府） 0.47 Au￠/kWh 

料金は月払いで使用者が TEC に払い込みに来ており、滞納すれば 30 日間の警告期間の

後供給停止することになっている。但し、停電など供給支障のある現状が滞納者への支払

請求に支障を来たしているため、発電容量の増加による安定供給は料金徴収率の向上に繋

がることが期待されている。 
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(4)TEC の収支状況 
TEC の事務所および既存の発電施設は Fongafale の中心 Vaiaku 地区と滑走路を挟んで

反対側に位置する。隣接して北に気象庁、南に TSECS の事務所がある。後述のとおり

TSECS は PV による離島電化を専門に行っている組織であるが、近々TEC に吸収合併され

る予定である。 
表-TRD TEC Financial に最近の TEC の損益計算書を示す。（Appendix３） 
 

表-TRD TEC Financial Table 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：調査団調査票に TEC Financial Department が記入 

 
これによると、1996 年から 2000 年までは年間 30 万ドル程度の赤字経営が続いていた。

これは操業費が販売収入を上回る状態が長く続いたためである。これを補填する目的で

2000年から政府の補助金が交付されるようになった。補助金は2000年には30万ドル、2001
年には 70 万ドル、2002 年には 90 万ドルと増加傾向にある。その結果最終損益は 2001 年

から黒字に転じている。補助金の支給基準や将来に亘っての拠出状況については、本格調

査でさらに確認する必要がある。 

TEC Financial Table:
1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

Annual hr 8764 8760 5760 6760 8784 8760 8760 8760 8760

1. Total Income
    Selling AmountMWh 2.5 2.7 2.8 3.0 4.3
    Tariff income mAU$ 809,260 816,763 911,344 954,458 990,133 1,435,282 1,836,074
    Subsidy mAU$ 334,093 700,852 900,000
    Aid mAU$
    Others mAU$ 298,154 241,727 452,039 259,637 310,693 224,263 529,683

2. Total Cost mAU$
    Fuels (amount)kL
    Fuels (charge) mAU$ 465,631 531,007 645,931 713,414 905,528 1,000,256 1,283,329
    Fuels Feed StokL

    Lubricants kL
    Lubricants mAU$
    Lubricants FeekL
     
    Operation CosmAU$ 1,375,352 1,227,178 1,675,566 1,544,116 1,966,602 2,193,886 2,994,743

3. Operation Inc mAU$ 1,107,414 1,058,490 1,363,383 1,214,095 1,634,919 2,360,397 3,265,757

4. Depreciation mAU$ 252,275 255,988 253,497 219,339 225,082 339,413 353,276

5. Profit/(Loss) amAU$ -267,938 -168,688 -312,183 -330,021 -331,683 166,511 271,014

6. Interest Paym mAU$ 1,050 4,715 3,851 3,694 5,489 13,457 16,343

7. Profit/(Loss) bmAU$ -267,938 -168,688 -312,183 -330,021 -331,683 166,511 271,014

8. Total Tax mAU$ nil nil nil nil nil nil nil
    Corporate IncomAU$ nil nil nil nil nil nil nil
    Business Tax mAU$ NA NA NA NA NA NA NA

9. Profit/(Loss) amAU$ -267,938 -168,688 -312,183 -330,021 -331,683 166,511 271,014

10. Total Assets mAU$ 3,052,469 2,928,355 2,507,672 2,310,207 2,049,991 4,101,102 8,062,048
    Capital mAU$ 2,335,016 2,335,016 2,335,016 2,335,016 2,335,016 2,335,016 2,335,016
    Current mAU$ 516,006 644,949 513,375 484,058 434,963 685,165 1,113,859
    ROA (%) NA NA NA NA NA 4.06 3.37

mistake
shoud be 4,625,020
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また、政府の省庁は TEC に対して電力料金を必ずしも期限内に支払っていない。MWE

へのヒアリングの結果は以下の通りである。 
 
・ 政府省庁、および各機関の電気料金の一部が売掛金(account receivable)のまま未回収で

ある。 
・ 一度にこれを解消するのは無理で、徐々に解消していくことになる。 
 
上記のとおり、政府は TEC に補助金を出す一方で、必ずしも TEC に電気料金を確実に

払ってきたわけではないことが判明した。表‐RGY に 2003 年の例を示す。政府に対する

売掛金の比率は 9 月 97％(A$43,171)、5 月 49％A$22,969)、1 月 31％(A$12,570)と確実に

減ってきていることから、数ヶ月の時間的なずれはあるが 2003 年に関しては電気料金を払

っているのは事実である。本格調査時には 2003 年 10 月から現在までの支払い状況を確認

する必要がある 
表‐RGY 請求金額と売掛金残高（2003 年） 

出所：TEC 

 
また Vaiaku 地区に散在していた各省庁が、最近完成した新庁舎に続々と入居を開始して

いる。今後新庁舎の電力需要はより増加するため、TEC にとってその料金徴収は経営上の

重要な問題点となろう。（収集資料 Fogafale Station statistic-2003 参照） 
 
一方 1998 年に 2.5MWh であった電力販売量が 2002 年には 4.3MWh と 4 年間で 1.72 倍

に増加、年率 14.5％強の高い伸びを示している。このため販売収入も急増している。販売

収入の急増の原因は、電力販売量の増加の他にタリフの値上げも大きな要因である。しか

し、コスト要因である操業費についてみると、1998 年に 167 万オーストラリアドル(A$)で
あったものが、2002 年には 299 万 A$とこれも年率 16％程度で増加している。 

 
結果的に最終損益は 2001 年から黒字に転じ、流動資産が増加し、最近は以前より財務体

質が改善されている。しかし総資産の増加分が流動資産の増加分を上回っている。資本金

は一定であるから流動資産以外に固定資産が増加していることになり、この点を財務責任

者に確認したところ、増加固定資産は離島のディーゼル発電設備であるとの説明であった。 
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政府は従来 TSECS を事業母体として太陽光発電（PV）によるこれら離島の電化政策を

推進してきた。PV による電化は原則的に蛍光灯による照明までであるが、近年その他の電

気機器も離島で導入され始め、PV では大容量の需要には対応できないため、住民の支払能

力を見ながら徐々に PV をディーゼル発電設備に置き換えつつある。これらディーゼル発電

関連設備の購入分が固定資産の増加要因となっている。 
 
次に持続的な設備維持に重要な操業費についてみると、1998 年に 167 万 A$であったも

のが、2002 年には 299 万 A$と年率 16％程度の増加を示している。このうちディーゼル燃

料（軽油）の占める割合は 1998 年、38%、1999 年、45%、2000 年、46%、2001 年、45%、

2002 年 42%と 40％台の一定の比率を示している。したがって操業費から燃料費を引いた

残りの部分も年率 16％程度の増加を示していることになる。 
 
燃料費は操業を続ける上で欠かせない。経営環境が苦しい段階で仮に燃料価格の上昇が

あった場合、他のコストを削減しても燃料を確保し、操業を続けるのが通常のパターンで

ある。この場合燃料費比率は上がる。他のコストとは維持管理費、人件費を含むその他の

経費を指す。 
 

1998 年から 2002 年の TEC の操業費は大きく増加しているが燃料費比率は、極端に上昇

していない。したがってこの間維持管理費を含むその他予算も相応に手当てできたものと

推察される。 
 
さらに操業維持管理に関して、現在および新発電設備導入後の状況について TEC に確認

したところ、次のとおり説明があった。 
・ 4－5 年前に比べ（補助金があるため）Cash Flow が改善している（これは上記 Financial 

Table にも現われている）。 
・ 電気料金に関して、5 月から支払い猶予期間（30 日）を過ぎても支払いを行わない顧客

については供給停止を行っている。結果的にこれも Cash Flow 改善の要因である。 
・ 1 世帯当たりの月間の電気代は Au＄30～50 というところであるが、住民は十分支払能

力を持っている。 
・ メンテを含む工事関係であるが、工事費が Au＄10,000 を超えるものは企業の負担でな

く、Public Works Department(PWD)がこれを行う。すなわち政府予算で行う。それ以

下の金額ものについては各企業の予算で行う。TEC 関係の工事もこれに従っている。 
・ スペアーパーツの入手には多少問題がある。主としてオーストラリア、フィジーから購

入しているが発注後 3～6 週間かかる。これは輸送船が月一回しかないためで、発注の

タイミングがずれると入手が遅れることになる。緊急のものに関しては航空便を使うこ

ともある。 
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また、今後新しい発電設備を増設してもこれまでどおり十分維持補修でき、持続可能な

メンテナンスが行えるとの見解も示した。 
 
(5)ツバル国の発電コスト 
次表にフナフチを含む 8 島の発電コストを示す。 

 
フナフチを含む 8 島の発電コスト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：TEC 

 
フナフチ島の年間電力発電量は 465 万 kWh で、需要は 397 万 kWh である。発電コスト

は A$0.447/kWh で他の島に比べてもっとも低い。次に安い Vaiputu 島で A$ 0.965/kWh、
その他の島は 1 ドルを越えて割高なコストとなっている。フナフチ島の発電コストの内、

燃料代は A$ 0.276/kWh(61％)、メンテナンス費は A$ 0.104/kWh(23％)となっている。  
 
 

Nanumea Nanumaga Niutao Nui Vaitupu Nukufetau Funafuti Nukulaelae
Unit generated(kWh) 75388 91650 98,330 73,379 309,733 90,611 4,657,932 57,659
Unit consumed(kWh) 68298 89437 77,752 70,577 278,910 82,809 3,837,711 56,038
Fuel Consumed (ltrs) 36041 40958 34,128 39,105 104,676 43,056 1,325,560 28,820
Unit station(kW h) 3052 2866 2,802 2,143 1,467 1,502 141,964 1,251
Line Losses and station use as a percentage of gross generation 9 2 20.93 3.82 9.95 8.61 17.61 2.81
Generated kWh per kWh sold 1.45 2.17 2.78 1.82 2.94 2.08 1.20 1.96
Fuel Eff iciency of generation 2.18 2.31 2.96 1.93 2.97 2.14 3.62 2.04
Fuel used per kW h generated  0.46 0.43 0.34 0.52 0.34 0.47 0.28 0.49
Fuel used per kW h sold 0.67 0.94 0.94 0.94 0.99 0.97 0.33 0.96
Cost of lubes and solvents as per percent of fuel lost (609/37909x100%) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
Total litres equivalent POL per kWh sold 0.69 0.96 0.96 0.96 1.01 0.99 0.35 0.98
Price of fuel per litre 0.7814 0.7814 0.78 0.78 0.78 0.78 0.78 0.78

Component
Diesel Generators:
Name Plate:   7x100 kVA = $186,683 26669 26669 26,669 26,669 53,338 26,669 0.00 0.00
                     14x60 kVA = $305,592 43656 43656 43,656 43,656 21,828 43,656 0.00 65,484

Total Cost of gensets 70,325            70,325 70,325 70,325 75,166 70,325 600,534 65,484
Yearly OMR&R (Revised  figure of 2003 Budget) 8525 9443 9,415 8,528 9,413 11,242 247,962 9,839

Actuals
Total Consumption (kWh) 71350 92303 80,554 72,720 280,377 84,311 3,979,675 57,289
I, interest (current-dollar discount rate): 4% 4% 0 0 0 0 0.04 0.04
ER, annual escalaration (inflat ion) rate:(Dec2002-Dec2003) 6.7% 6.7% 0 0 0 0 0.07 0.07
N, system life (Yrs) 15 15 15 15 15 15 15.00 15.00

Capital Payment
Levelizing factor for I and N 9% 9% 0 0 0 0 0.09 0.09
Capital: Original Gensets and Replacement 0.44                0.34             0 0 0 0 0.07 0.51

O&M Costs
Expenses Levelizing Factor: 1.67 1.67 2 2 2 2 1.67 1.67
Capital Recovery Factor, f(I,N): 9% 9% 0 0 0 0 0.09 0.09
Present Worth Factor, f(I,ER,N): 18.53 18.53 19 19 19 19 18.53 18.53
Levelizing Expenses Cost: 0.199$            0.170$         0 0 0 0 0.10 0.29

Actual COE with Genset
Cost of fuel per kWh 0.536$            0.752$         0.748 0.751 0.789 0.777 0.276 0.765
Capital: Original genset plus replacements (replace every 3 yrs) 0.443$            0.343$         0.393 0.435 0.121 0.375 0.068 0.514
Maintenance 0.199$           0.170$        0.195 0.195 0.056 0.222 0.104 0.286

Total COE: 1.178$           1.265$        1.335 1.382 0.965 1.374 0.447 1.565

Annual Electricity Sales 80,475.71       113,124.17  103,835 97,508 269,196 113,767 1,716,630 87,722
Expected Total Annual Electricity Sales 2,582,258.08  
Average National Tarif f 1.189
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2.1.2 フナフチの社会経済状況と電力供給対象世帯 
フナフチは居住人口が約 5 千人、面積 20 数平方 km で周辺島嶼または隣接国からも遠く

離れ、社会経済を支える格別な産業は無く、わずかに漁業が主要な産業となっている。一

応統計担当部局から提供された GDP 推移を示す。 
 
Gross domestic product and some allied aggregates and years 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Gross domestic product at factor cost by industry and years 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Tuvalu 政府統計資料 

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
At Current Prices

GDP at factor cost ($A000) 15,762.6 17,113.2 20,307.6 21,213.7 24,044.0 26,411.5 27,490.2
Indirect taxes ($A000) 1,658.7 1,754.9 2,537.6 2,329.5 3,022.6 3,643.6 3,660.2
Subsidies ($A000) 1,456.8 816.5 2,181.0 2,181.3 5,915.3 5,232.0 4,206.0
GDP at market prices ($A000) 15,964.6 18,051.6 20,664.1 21,361.8 21,151.3 24,823.1 26,944.4
Household non-market GDP at factor cost ($A000) 5,462.1 5,718.1 6,116.8 6,094.1 6,097.7 6,810.9 6,770.7
Percentage of household non-market GDP at factor 
cost ($A000) 34.7 33.4 30.1 28.7 25.4 25.8 24.6

Population estimate * 8,953 9,474 9,684 10,002 9,997 9,817 9,573
Per capita GDP at factor cost ($A) 1,760.5 1,806.3 2,097.1 2,120.9 2,405.2 2,690.4 2,871.5
Per capita GDP at market prices ($A) 1,783.1 1,905.4 2,133.9 2,135.7 2,115.8 2,528.6 2,814.5
Gross fixed capital formation $A(000) 10,791.5 9,239.0 11,353.6 na na na na

At 1988 Prices
GDP at factor cost $A(000) 11,086.3 11,709.3 14,020.0 13,945.5 15,808.5 16,745.5 16,946.9
Annual economic growth index (1988 = 100) and GDP 
= 9087.3) 122.0 128.9 154.3 153.5 174.0 184.3 186.5

Per capita GDP at factor cost ($A) 1,238.2 1,235.9 1,447.8 1,394.2 1,581.4 1,705.8 1,770.2
Gross fixed capital formation ($A000) 8,587.7 7,021.8 10,140.1 na na na na
*Population (defacto) has been re-estimated using the 1991 and 2002 census adjusted for migration, births and deaths

Aggregate

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
At Current Prices (A$000)

1. Agriculture, Forestry and Fishing 4,097         4,222         4,421         4,394         4,322         4,772         4,565         
2. Mining and Quarrying 82              110            132            149            194            199            237            
3. Manufacturing 528            699            854            1,029         793            909            1,016         
4. Electricity, Gas and Water 578            670            864            873            1,124         1,339         1,433         
5. Construction 585            790            931            988            1,159         1,201         1,370         
6. Trade, Hotels and Restaurants 2,754         2,906         3,043         2,939         3,166         3,383         3,700         
7. Transport and Communications 1,361         1,598         2,002         2,007         2,499         2,890         3,429         
8. Finance and Real Estate 1,915         2,123         2,544         2,712         3,586         3,629         4,055         
9. General Government 3,235         3,315         4,806         5,565         6,800         7,466         7,188         

10. Community and Personal Services 1,182         1,189         1,211         1,164         1,390         1,613         1,794         
11. less: Imputed bank service charges 555            512            501            605            991            989            1,295         

All Economic Activities 15,763       17,113       20,308       21,214       24,044       26,411       27,490       
At 1988 Prices (A$000)

1. Agriculture, Forestry and Fishing 2,499         2,500         2,457         2,429         2,380         2,317         2,099         
2. Mining and Quarrying 73              97              106            120            149            148            161            
3. Manufacturing 280            367            406            356            280            330            364            
4. Electricity, Gas and Water 513            568            732            739            952            1,134         1,214         
5. Construction 521            695            747            792            891            895            931            
6. Trade, Hotels and Restaurants 2,147         2,230         2,340         2,205         2,329         2,460         2,629         
7. Transport and Communications 1,060         1,234         1,502         1,459         1,741         1,909         2,253         
8. Finance and Real Estate 845            949            1,221         1,268         1,793         1,756         1,924         
9. General Government 2,652         2,543         3,963         4,160         5,006         5,354         5,035         

10. Community and Personal Services 934            924            933            869            999            1,142         1,209         
11. less: Imputed bank service charges 438            398            386            451            712            700            872            

All Economic Activities 11,086       11,709       14,020       13,946       15,809       16,746       16,947       

Economic Activity
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これによると一人当たり GDP は既に 1,000US$を超えておりまずまずの水準と言える。 

他方、交易状況は、輸出品が極めて限定されているため、恒常的に輸入超過となっている。 
 
Total merchandise trade A$CIF by years  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
Quarterly import values by major commodities 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2003 年におけるコモディティの輸入国上位はオーストラリア（8,704 千 Au$）、フィジー

（7,779 千 Au$）、ニュージーランド（2,886 千 Au$）次いで日本（1,593 千 Au$）以下中

国、韓国、米国となっている。 
 

Y e a r  e n d e d E x p o r t s I m p o r t s T r a d e  B a l a n c e   
1 9 9 5 2 2 1 , 5 8 7           7 , 6 9 5 , 8 1 4 ( 7 , 4 7 4 , 2 2 7 )
1 9 9 6 3 4 , 1 3 9             7 , 1 0 1 , 9 8 9 ( 7 , 0 6 7 , 8 5 0 )
1 9 9 7 1 6 2 , 4 2 3           1 0 , 1 9 0 , 4 2 1 ( 1 0 , 0 2 7 , 9 9 8 )
1 9 9 8 2 5 3 , 8 8 7           1 5 , 7 4 8 , 9 6 4 ( 1 5 , 4 9 5 , 0 7 7 )
1 9 9 9 1 8 3 , 0 1 5           1 2 , 4 6 6 , 3 2 3 ( 1 2 , 2 8 3 , 3 0 8 )
2 0 0 2 1 6 , 8 0 0             8 , 8 8 2 , 7 0 7 ( 8 , 8 6 5 , 9 0 7 )
2 0 0 1 3 1 , 7 3 7             6 , 7 2 5 , 0 9 6 ( 6 , 6 9 3 , 3 5 9 )
2 0 0 2 2 7 5 , 8 6 8           2 0 , 3 6 2 , 3 4 2 ( 2 0 , 0 8 6 , 4 7 4 )
2 0 0 3 1 4 7 , 1 2 4           2 4 , 0 4 3 , 4 4 1      ( 2 3 , 8 9 6 , 3 1 7 )
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(1)フナフチにおける電力供給対象世帯数 
次に 2002 年 Census データから人口諸元の推移を次ページに示す。これによると今回調

査の電力供給対象範囲は、2002 年 Census 時点でフナフチ環礁の合計から Funafara 島に

居住する 22 名を除いた 4,470 名である。 
Resident population by quarter and years 
 
 
 
 
 
Resident migration by years  

 
 
 
Resident births and deaths by years 
 
 
 
 
Total enumerated population and resident population by island and sex (2002Census) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Population in Funafuti Atoll 
 
 
 
 
 

Quarter 1998 1999 2000 2001 2002 2003
First 10040 10334 9288 9556 9480 9632
Second 9953 10476 9921 9436 9493 9675
Third 9969 10485 9717 9529 9417 9989
Fourth 10339 10508 10011 9934 9962 10282
Growth rate 2.7% -0.9% 2.5% -0.8% 1.9% 3.2%

1998 1999 2000 2001 2002 2003
Migration In 2033 1999 3045 2589 2813 2835
Migration Out 1899 2235 2926 2777 2700 2617
Net migration 134 -236 119 -188 113 218
Net migration rate (per 1000) 13 -23 12 -19 12 22

1998 1999 2000 2001 2002 2003
Births 233 231 231 197 156 185
Deaths 94 84 109 86 87 83
Natural increase 139 147 122 111 69 102
Rate of natural increase 1.5% 1.5% 1.3% 1.1% 0.7% 1.0%

Island Total M F Total M F
Nanumea 664 305 359 855 397 458
Nanumaga 589 276 313 709 342 367
Niutao 663 314 349 817 403 414
Nui 548 263 285 606 284 322
Vaitupu 1591 799 792 1309 656 653
Nukufetau 586 286 300 701 351 350
Funafuti 4492 2281 2211 3955 1992 1963
Nukulaelae 393 186 207 391 181 210
Niulakita 35 19 16 2 2 0
Others 0 0 0 154 96 58
Total 9561 4729 4832 9499 4704 4795

Total resident populationTotal enumerated 
population
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なお、供給単位となる戸数は以下の表のようになっている。 

 
Average household size by the total enumerated and resident population 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)家庭の収入源 

Number of household by island and source of income 

Island Number of 
household 

No 
Income Wages Own 

business Fish sales Handcraft 
sales 

Hawker 
sales Remittance Copra 

sales 
Land 
lease Other sales

Nanumea 128 10 53 3 3 14 0 21 19 2 3 
Nanumaga 119 13 52 1 4 9 0 33 1 3 3 
Niutao 143 18 43 3 4 16 0 58 1 0 0 
Nui 108 9 46 2 3 11 0 32 0 1 4 
Vaitupu 237 18 151 19 3 4 0 35 0 3 4 
Nukufetau 118 6 45 3 6 11 1 44 0 0 2 
Funafuti 639 19 489 50 9 13 5 45 0 4 5 
Nukulaelae 68 4 43 3 2 0 0 16 0 0 0 
Niulakita 8 0 5 0 0 2 0 0 1 0 0 
Total 1568 97 927 84 34 80 6 284 22 13 21 

 
上記表から、フナフチ環礁における家庭部門の供給契約数は最大で 639 戸であることが

判明した。 
 
 

Nanumea 664 855 128 5.2 6.7
Nanumaga 589 709 119 4.9 6.0
Niutao 663 817 143 4.6 5.7
Nui 548 606 108 5.1 5.6
Vaitupu 1591 1309 237 6.7 5.5
Nukufetau 586 701 118 5.0 5.9
Funafuti 4492 3955 639 7.0 6.2
Nukulaelae 393 391 68 5.8 5.8
Niulakita 35 2 8 4.4 0.3
Others 0 154
Total 9561 9499 1568

Average household 
(enumerated  
population)

Average household 
(resident 

population)

Total enumerated 
population

Total resident 
population

Number of 
houholdsIsland
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2.1.3 TEC の発電設備の現況と供給計画 
(1)TEC の発電設備現況 

TEC 提供資料によれば現在の発電設備で供用されているのは No.2 から No.5 までの４機で、

設計出力 1,040kW に対し運用最大 840kW で需要に対応している。運用最大に多少の安全

を見込んでいるとしても設置台数の少ないことを鑑みると現状はかなりクリティカルな供

給体制下にあると言える。下表に現在までの各設備の経緯と来年までの予定を示す。 
Fogafale における発電設備の過去経緯 

 
 
 
 
 
 
 
 
出所：TEC より聴取および現設備確認のうえ調査団作成 

No.1：2000 年までで廃止 

No.2：2003 年に故障発生、旧 No.4 号機(144kW)で応急復帰、2005 年に修理完了で復旧見込み  

No.3：2000 年に 248kW 機に置換え、2004 年に故障発生したが修理復旧 

No.4：2003 年に 400kW の新造機に置換え、旧設備は No.2 の応急復帰に転用中 

No.5：1995 年設置の現用機は中古品、2005 年に 500kW 機と置換え予定 

Megaset：2001 年設置の屋外仕様 1,005kW 機、運転開始当初より気中開閉器（ACB）不調に

より半負荷での停止トラブルが発生し、交換後も同様の事態が発生したため、製造者が引

取り 500kVA の代替機を手配中であり、現在は供用されていない。 

2003 年 12 月の最大電力が 774kW（予備率 8%）であることを考えると、現有発電設備は、

発電機 1 台の故障で全地域が停電しかねないギリギリの状況で操業を続けていると言える。 

 
(2)需要の予測 
フナフチの電力需要の予測は、その規模も小さいことから積上げベースで充分と考えら

れる。もっとも実際の電力消費設備設置容量に対する需要率、または合成最大電力を求め

るための不等率などで理論的な裏付けが出来れば問題無い。しかしフナフチにおける料金

制度から個別需要の最大電力は計測されておらず、供給側から見た合成最大電力のみが記

録されている。TEC の将来供給計画によれば、将来需要の予測は、最大電力消費時と思わ

れる時に電流測定を実施して現時点の最大電力を把握し、過去の最大電力の平均伸び率に

次に示す増加設備による消費電力増を現状の差引きで織込んでいる。手法は原始的ではあ

るが、事実の積上げによるため、それほど逸脱した想定にはならないものと考えられる。 

Initial Installed Recorded
Description Capacity

[KW] 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
2. GENERATING OUTPUT
2.1 Fogafale Power Station

No 1 (1982) 144kW(180kVA) 144kW *

No 2 (1995) 248kW(310kVA) 248kW 144kW 248kW

No 3 (1982) 144kW(180kVA) 144kW * 248kW 248kW

No 4 (1982) 144kW(180kVA) 144kW 400kW

No 5 (1995) used 248kW(310kVA) 248kW 400kW

Mega set(2001) 1005kW(1250kVA) 1005kW trade

Existing Total Installed kW 928 928 928 928 928 1032 1893 1893 1040 1040 1296
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この需要想定に含まれている新規増加負荷は次の通りである。 

・新庁舎の差引き増分 184kW：2004 年 7 月末に移転終了業務開始 
・競技場照明新設 18kW：滑走路すぐ東側に新設中、2004 年内に利用開始 
・流通業（NaFICOT）の冷凍庫増設 75kW：2004 年に使用開始 
・港湾設備（Wharf）増強 80kW：2006 年増強予定 
なお新病院その他の更なる設備増加は今のところ要求されていない模様である。船員学校

（Maritime School）の今後の想定については後述する。 
 
次図に TEC が示した発電設備整備計画のうち、最も現実的と思われる 600kW×４台設

置ケースの過去から将来に向けての電力需給バランスを示す。ここでは将来の需要伸びを

年率 6.02%と見込んでいるが、過去伸び率実績に較べるとやや抑えた想定になっている。 
過去の伸び率は前述したように、1996 年から 2003 年実績において平均電力は 3 年平均

伸び率で年率 10％を超え、5 年平均でも一昨年以降 9%を超えている。最大電力（1 時間値）

の伸びも同じように 3 年平均伸び率で年率 8±1%、5 年平均では至近 2 年間は 9%を超えて

いる状況となっている。ここ 2 年間の伸び率は高い。(全体は Appendix４) 
 

TEC による電力供給計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：TEC 発電整備計画から一部修正加筆したもの 

 
これによると 2004 年以降は、最大電力が発電容量を上回る予測であるため、計画停電を

などの負荷制限を行わない限り、供給支障を生じる需給状況となっていること、また 2007
年から 2009 年の間は、容量増加により、やや余裕があるが以降次第に需給が逼迫し、2012
年には再度容量増加を図る必要に迫られる事態が予想される。 

FOGAFALE POWER BALANCE (600kW)
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(3)供給計画（発電設備の増強） 
前述した TEC による需要想定に対する発電設備整備計画を次表に示す。 
 

TEC の発電設備整備計画（但し発電機運用最大出力を 80%とする） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：TEC Power Balance 600kW 

新設発電設備 No.1、No.2 を 2006 年に設置 

新設発電設備 No.3 を 2007 年に設置 

新設発電設備 No.4 を 2008 年に設置 

既設 No.2 は 2007 年迄で廃止 

既設 No.3 は 2008 年迄で廃止 

既設 No.4 は運転継続 

既設 No.5 は 2005 年に Megaset トレードで入手予定の 500kVA(400kW)で置換え 

* Firm Capacity：最大容量機が修理中に他の最大機が故障停止した場合の供給能力 

 
ここで TEC は Firm Capacity として安定供給範囲の最大設備能力を定義しているが、こ

れは結果的に予備率を概略 25%維持することに相当する。発電設備の運用最大能力を設計

Forecast
Description

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

1. PEAK DEMAND

1.1 Existing Consumer 820 1163 1233 1392 1476 1565 1659 1759 1865 1977 2096

1.2 Waiting Consumer

1) Private

2) Commercial 75

3) Government 202 80

TOTAL 1097 1163 1313 1392 1476 1565 1659 1759 1865 1977 2096

2. GENERATING OUTPUT

2.1 Fogafale Power Station

No 1 (1982)

No 2 (1995) 120 200 200 200

No 3 (1982) 200 200 200 200 200

No 4 (1982) 320 320 320 320 320 320 320 320 320 320 320

No 5 (1995) 200 320 320 320 320 320 320 320 320 320 320

Mega set(2001) 0

(Subtotal of Available Capacity) 840 1040 1040 1040 840 640 640 640 640 640 640

2.2 New Power Station

No 1 (2006) 480 480 480 480 480 480 480 480 480

No 2 (2006) 480 480 480 480 480 480 480 480 480

No 3 (2007) 480 480 480 480 480 480 480 480

No 4 (2008) 480 480 480 480 480 480

(Subtotal of Available Capacity) 960 1440 1,440 1920 1920 1920 1920 1920 1920

2.3 FIRM CAPACITY 320 400 1040 1520 1320 1600 1600 1600 1600 1600 1600

2.4 TOTAL AVAILABLE CAPACIT 840 1040 2000 2480 2280 2560 2560 2560 2560 2560 2560

3. POWER BALANCE (2.4-1.1) -257 -123 687 1088 804 995 901 801 695 583 464

4. MAXIMUM UNIT CAPACITY [K 320 320 480 480 480 480 480 480 480 480 480

5. STAND-BY CAPACITY (3-4) -577 -443 207 608 324 515 421 321 215 103 -16
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の 80%と定義している点については、本格調査時に精査が必要と考えるが設備計画の根本

を大幅に変えることにはならないと思われる。 
 
2.1.4 TEC の配電設備の現況と強化計画 
(1)配電設備の現況 
フォガファレ島の配電設備は全て 11kV 鋼帯外装ケーブルの直接埋設方式で敷設され島

全体をリングで囲み、その 14 箇所地点に低圧配電用変電設備が設置されている。但し完全

なループ形式運用は採用せず、単なる 2 系統配電としている。配電保護継電方式は単純な

接地過電流と過電流継電器のみなので、所謂ネットワーク保護方式は取れない。従って線

路事故時にはほぼフィーダー遮断となってしまい状況次第で全島停電となるリスクがある。

なお、地絡方向継電器は設置されてない。 
 
配電ケーブルの埋設位置を精確に示す資料はない。配電ケーブルの敷設は当初道路沿い

の未舗装部分に直接埋設されたが、その後道路の拡幅舗装のため現在の舗装部分のどの部

位に埋設されているか示す標識も図面も整備されていない。従ってケーブルの補修または

容量増強のための交換または条数増はかなり手のかかる作業となろう。現実的には旧ケー

ブルを掘起さずに新規敷設あるいは増条するほうが経済的であろう。 
 
(2)配電設備一覧と強化予定箇所 
TEC 現在の配電設備リストに対応して次のとおり列記する。(Appendix５) 

 
1)ケーブル設備一覧と強化構想 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所： TEC 提供資料 

ここで濃黄色にハイライトした区間は道路工事でダメージを受けたまま現在補修されず

仮設配電網で対応している区間である。また薄黄色区間は近々条数増加などグレードアッ

プを計画している部分を示す。 

SUBSTATIONS length (m) Origina install COST/METRE CABLE TYPE
Powerstation - S/S No 1(Philatelic) 600 1982 AUD22.59 PILC Al　25sqm
S/S No 1 - S/S No 1A (Kavatoetoe) 1600 2002 AUD18.02 XLPE Cu 35sqm
S/S No 1 - S/S No 2 (Near Faimalaga) 500 1982 PILC Al　25sqm
S/S No 2 - S/S No 3 (Near Lota) 600 1982 PILC Al　25sqm
S/S No 3 - S/S No 4 (Near Semu) 500 1982 PILC Al　25sqm
S/S No 4 - S/S No 5 (Near TCS) 600 1982 PILC Al　25sqm
S/S No 5 - S/S No 6 (Near NAFICOT) 900 1982 PILC Al　25sqm
S/S No 6 - S/S No 7 ( Near Laisini) 1300 1996 PILC Al　25sqm
S/S No 7 - S/S No 8 (Near Lui) 600 1996 PILC Al　25sqm
S/S No 8 - S/S No 8A (Fetuvalu) Fault** 1200 1996 PILC Al　25sqm
S/S No 8A - S/S No 8B (Te Ausaga Taupaka) 1600 2002 XLPE Cu 35sqm
S/S No 8B - S/S No 6 (Near NAFICOT) 4700 1996/2002 AUD18.02 PILC/XLPE Cu 25/35sqm
S/S No 7 - S/S No 9 (Near MET) 4300 1982/1996 PILC Al　25sqm
Powerstation - NGO Transformer 253 2004 AUD15.65 XLPE Al 35sqm
S/S No 4 - NPMH Transformer 200 2003 AUD15.65 XLPE Al 35sqm

TOTAL 19453
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2)配電変圧設備一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所： TEC 提供資料 

 
このうち S/S７が現在故障停止中である。現在の新政府庁舎を除く配電変圧器総容量

1,643ｋVA に対し最大電力 852kW は設備需要率約 67%に相当し稼働率は標準的レベルに

ある。 
 
(3)TEC の故障発生時現装備態勢 
配電支障事故が発生したとき原因判定のため各種計測設備が必要であるが、TEC は測定

機器として現在普遍的な絶縁測定と電流測定用クランプメータ、5000V 耐圧試験装置を装

備している。現状装備で日常的には問題はないが、配電設備が全て地下埋設のため目視点

検が出来る範囲は限られており、地中部分の故障位置判定には相応の測定装置（例：ブリ

ッジまたはフォルトロケータ）などを整備する必要性を検討する必要がある。 
 
2.1.5 他の援助機関の動向 
フナフチ環礁の電力供給設備は古くは旧宗主国であるイギリスが援助していたが、特に

1982 年以降から EU の支援により抜本的に配電設備の整備が行われ、TEC 建屋を含めてほ

ぼ現況の姿となった。 
 
2.2 本計画の受入国実施体制 
2.2.1 組織 
ツバル国においては 10,000A$以上のプロジェクトは MOPW(Ministry of Public Works)が
管轄することになっている。 
 

S/STATION SITE YEAR INSTALLED YEAR UPGRADED CAPACITY COST
NUMBER (KVA)

Generation S/Station Infront Powerstation 1982 South Transformer - 1999 750
North Transformer-2004 750
Two Switchgears-2004 NZ30,778

NGO New Govt. Office 2004 500 NZ18,600
1A Kavatoetoe 2002 100 NZ23,134
1 Philatelic 1982 Switchgear -2004 63 NZ15,389
2 Near Faimalaga Resi. 1982 160
3 Near Lota Resi 1982 160
4 Near Semu Resi 1982 160

NPMH Hosipital 2003 300 NZ28,889
5 TSC 1986 Switchgear - 2003 60 NZ15,389
6 NAFICOT 1982 160
7 Laisini 1996 60
8 Lui 1996 80

8A Fetuvalu 1996 80
8B Ausaga Taupaka 2002 100 NZ23,134
9 MET 1982 160
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2.2.2 予算 
発電設備購入などのような設備投資は全て国家予算に計上され実施されている。 

 
2.2.3 要員および技術水準 

TEC の技術レベルは、今回予備調査で確認した限りでは、総じて新発電設備増強プロジ

ェクトに対応できる経験と管理能力があるものと見受けられる。具体的な計画・管理のレ

ベルおよび発電機器や配電機材の維持管理能力は本格調査時に確認する必要がある。 
 
2.3 本計画要請内容に基づく必要設備概要 
本計画の主体は既設発電設備に隣接させて４機の概略容量各 600kW～900kW 程度(ツバ

ル側シナリオ：調査団評価は 500kW～800kW 程度)のディーゼル発電設備を向こう４年間

に亘って順次設置し既設配電系統に接続していくことにある。これらには更に付帯として

既設配電盤設備との統合接続、配電ケーブル系統との接続、また増設負荷に対する配電設

備の増設、発電設備と関連配電設備および監視制御設備とこれらの建屋ならびに管理フロ

ア、給水タンク、浄化槽、駐車エリアなどが想定される。 
 
2.3.1 ディーゼル発電設備 
(1)新設ディーゼル発電設備 
4 台のディーゼル発電設備形式として、想定出力範囲（単機容量 500kW～800kW 程度）

では、コンパクトで短納期な高性能パッケージ型、大型かつ高価で長納期だが比較的安定

した据置型の双方が候補と考えられる。但し、重油使用ディーゼルエンジンを検討する場

合、現在港湾には重油の受入設備（タンク、周辺配管、移送ポンプ、計装制御設備他）が

無い点に留意する必要がある。なお発電電圧は低圧を前提に以下記述していく。 
 
(2)付帯燃料供給設備 
既設発電設備の燃料タンクは 10kl２基の計 20kl であり、燃料消費量からほぼ３日に１回

タンクローリー車（10kl）によるディーゼル油の受入を行っている。今回増設により燃料

消費量は電力需要見合いで増加し、その使用量はやがて現在の倍量に達すると見込まれる。

従って燃料タンクは 20kl 相当量を受入配管設備などとともに増設する必要があると考えら

れる。 
 
2.3.2 関連制御盤および配電盤設備 
(1)新設発電設備用低圧配電盤 
新発電設備の制御用配電盤は採用発電機種により構成が多少異なるが、発電機に対応し

て 1 面ずつは最低必要となる。更に母線測定制御用補助盤 1 面およびブスタイ盤、場合に

よっては同期検定制御盤を別にもう 1 面追加となる場合もあり得る。従って新設発電設備
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用配電盤は４基の場合 8 面ないし 9 面とある。ここで双方の 2 系統が合流点の母線電流が

低圧の場合 2000A を超えるので 3000A の複導体母線を考慮する必要がある。 
 
(2)昇圧設備 
次にフォガファレ島の配電系統電圧は 11kV であることから、新設発電設備の発電電圧を

400V 級とした場合、昇圧設備が必要となる。ここでは既設配電系統が北周りと南回りの２

系統となっていることから、単純に新設発電機を 2 基ごとの２系統グループに分け、２基

の 1500kVA 昇圧変圧器を考えるのが妥当であると思われる。 
 
(3)11kV 高圧配電盤および既設との接続設備 
この配電盤列には新設の発電設備からの電力と既設発電設備からの電力を接続し、かつ

既設配電設備へ電力供給のための責務がある。まず 2 台の昇圧トランスの 11kV 高圧盤 2
面が必要となる。 
次に既設配電ネットワークへの引出用配電制御盤２面が必要となるが、TEC はこの機会

に新政府庁舎と新たに設置する Wharf（港湾設備）に対して、配電設備故障時の波及停電

を避けるため、専用配電設備を設置したいとしているので、これらのフィーダー晩（き電

盤）がさらに 2 面必要となる。加えて既設発電設備の 11kV 側 2 系統との接続が必要となる

ため 2 面、2 系統のブスタイ盤 1 面、補助盤 1 面、同期検定盤 1 面などとなる。以上から

11kV 系統の配電盤は計 11 面で母線容量は 400A となる。 
 
(4)その他関連設備 
監視制御としては種々方法が考えられるが、運転状況監視装置とデータロギング、故障

時の保護リレー作動ロギングなどがまず考えられる。これらは既設も含めて１制御監視室

で監視できるよう簡易な PC システムで構築できる。 
 
2.3.3 建屋関連設備 
(1)主建屋 
必要建屋は発電設備を収容する主建屋、新発電用低圧配電盤設備室、昇圧後の 11kV 統合

配電盤設備室、既設も含めた発電所の統合監視室、従業員控室、管理エリアなどが必要と

考えられるが、詳細は本格調査で詰める必要がある。 
仮に主建屋を建設する場合、その必要面積は 1 機当たりの発電設備容量を概略

750kVA(600kW)と仮定すると概略最低 240m2（12m x 20m）となる。高さは換気設備との

兼合いとなるが、屋根トップで 10m 程度で充分と考えられる。ただし、天井クレーンへの

配慮も必要となる。また、新発電設備用の低圧配電盤室は盤面数から 50m2（5m x 10m）

となる。 
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次に 11kV 高圧配電盤室は同じく 60m2（5m x 12m）となる。この 2 室は 1 室に統合す

ることが可能である。収納する遮断器の引出し寸法次第で短辺 5m は変化する可能性がある。 
統合監視制御室は PC 応用の監視ロギング装置２式程度と幾つかの必要オフィス用品が

あればよく、3 人程度の居住空間と想定するが、ここでは低圧配電盤室と同等面積を想定し

た。従って付随する監視要員の控室として 10m2程度分割することも可能となる。 
 
(2)管理エリア 
管理室は主建屋のレイアウト上、現行管理棟を撤去または移動する必要が生じる。代替

エリアを主建屋内に確保する場合、既設面積が約 140m2（7m x 20m）であることから相応

面積エリアが必要となるが、配電盤室などのレイアウトとうまく工夫すれば合理的な費用

で発電設備建屋内にフロアを確保できよう。 
 
(3)建屋総延べ面積 
以上から建屋の延べ面積は、管理エリアの 140m2を含めて 540m2程度となる。 

 
(4)その他設備 
この建屋には業務時間に約 30 人程度が常駐するのに加え、電気使用の相談または料金の

支払いに不特定多数の住民が絶間なく訪問してくる。従ってこれらに対応する諸設備、例

えば待合室、トイレ、生活廃水処理、駐車場、屋外照明、雨水の貯蔵設備、給湯など適切

な付帯設備が必要となる。 
 
2.3.4 配電ケーブルネットワーク 
フォガファレ島における現在の 11kV 配電ケーブルのリストと現在の状況、修復およびア

ップグレード内容を一覧に示す。 
 
11kV 配電ケーブルリストと修復増強計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

SUBSTATIONS length (m) Origina install COST/METRE CABLE TYPE CABLE TYPE
Powerstation - S/S No 1(Philatelic) 600 1982 AUD22.59 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 1 - S/S No 1A (Kavatoetoe) 1600 2002 AUD18.02 XLPE Cu 35sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 1 - S/S No 2 (Near Faimalaga) 500 1982 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 2 - S/S No 3 (Near Lota) 600 1982 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 3 - S/S No 4 (Near Semu) 500 1982 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 4 - S/S No 5 (Near TCS) 600 1982 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 5 - S/S No 6 (Near NAFICOT) 900 1982 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 6 - S/S No 7 ( Near Laisini) 1300 1996 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 7 - S/S No 8 (Near Lui) 600 1996 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 8 - S/S No 8A (Fetuvalu) Fault** 1200 1996 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 8A - S/S No 8B (Te Ausaga Taupaka) 1600 2002 XLPE Cu 35sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 8B - S/S No 6 (Near NAFICOT) 4700 1996/2002 AUD18.02 PILC/XLPE Cu 25/35sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 7 - S/S No 9 (Near MET) 4300 1982/1996 PILC Al　25sqm XLPE 60sqm Cu
Powerstation - NGO Transformer 253 2004 AUD15.65 XLPE Al 35sqm XLPE 60sqm Cu
S/S No 4 - NPMH Transformer 200 2003 AUD15.65 XLPE Al 35sqm XLPE 60sqm Cu

TOTAL 19453
S/S to Gov. Office dedicated line 250 XLPE 60sqm Cu
S/S to New Wharf S/S 4300 XLPE 60sqm Cu
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このうち濃黄色でハイライトしたケーブルは現在ダメージがあり仮設で対処している。

薄黄色の部分は TEC 側がグレードアップしたいとしているケーブルである。最下段 2 行の

薄青色の 2 ケーブルは、政府庁舎など主要機能が配電系全停電時にも送電できる専用配電

線で、配電変圧設備を含めて増強要請がされている部分である。 
なお、前述したように配電ケーブルの精確な埋設位置が図示あるいは現場表示できてい

ないため、その引き換えまたは増条には試掘を含めて相当な費用が必要である。 
 
2.3.5 燃料受入設備 
(1)TEC の燃料受入設備 
TEC には現在ディーゼル油のデイタンクとして 10KL の横置枕型タンクが２基設置され

ており、受入頻度は 10KL ローリーで３日毎となっている。従って新設ディーゼル発電設

備に対しては総容量 20KL 程度のタンク設備の増強が必要となる。 
 
(2)港湾等の石油製品受入設備の現況 
フナフチ環礁では全ての石油製品は輸入しており、その取扱いは British Petroleum 

（BP）が受け持っている。現在の受入設備は、埠頭から 6 インチ配管で約 200m 程度の離

れた位置にある BP のタンクヤードに一旦受入、そこからタンクローリー車などで島内消費

先に油種ごとに移送している。現状設備で受入できる油種は LPG, ジェット燃料、無鉛ガ

ソリン、ディーゼル油の 4 種で、これら以外の油種を輸入する場合は新たなタンクおよび

周辺設備が必要となる。なお、石油製品の送出し元は豪州、ニュージーランド、フィジー、

シンガポールなどである。 
 
2.3.6 技術協力の必要性 

TEC は現設備の運用維持管理は、比較的よく実施している様子であった。しかし発電設

備大幅増強のような規模のプロジェクトに対しては資金、人員、総合管理能力（設計管理、

技術レベル維持、工程管理など）面で自助努力による対応は困難と思われる。 
 
また、発電設備全体の稼働率を上げて供給予備率を下げ設備利用率を向上させるための

設備維持技術、更には供給支障事故発生時の早期原因判定と復旧に関するノウハウなど、

この機会に現状不足していると見られる点に関しての技術移転を行い、TEC の管理能力を

より向上させることは、本プロジェクトの実行効果を更に高める意味で重要と考えられる。 
なお、本計画はツバル国の PWD（公共事業局）の監督のもとで実施される。 
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第3章 環境影響配慮 
3.1 ツバル国の環境社会配慮対応能力 
環境社会配慮について、ツバル国側実施機関および環境関連省庁の実施体制、対応能力

などを確認した。JICA 環境社会配慮ガイドラインを踏まえ、共同でツバル国側が既に作成

済みの環境影響調査報告書（ツバル側は”EIA”の用語を使用するも実質的には IEE に相当）

の内容検討を行い、本プロジェクトが環境に重大な影響を与えるものではないことを確認

するとともに、今年度以降の要請に必要となる調査手法の指導も併せて行った。 
 
3.2 JICA 環境社会配慮ガイドラインについて 
ツバル国外務省にて、ツバル国側に対し本年 4 月 1 日から施行された JICA 環境社会配

慮ガイドラインの概要説明を行った。その際、今年度の要請案件からツバル国環境関連法

に基づき、EIA が必要なプロジェクトについては、日本側への要請提出前に必要な環境承

認を受けることが前提となることを説明した。本プロジェクトにおいては、既にツバル国

側が作成済の環境影響調査報告書の承認取得に関する報告の期限は 8 月末となること、ま

た、報告先は JICA フィジー事務所となることを説明し、ツバル国側の了承を得た。 
 
3.3 環境関係の行政機関 
ツバル国における環境関係の行政機関は首相府にある環境省 (Environment 

Department)である。最近新庁舎に移転した。下図に環境省関係の行政機関の組織図を示す。 
 

WRE 組織図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Prime Minister 

Secretary to Government

Director of Environment 

Permanent Staff 
2 Staff, 1 Clerk 

Temporary Staff 
4 Project Officers 
2 Waste Management 

Staff 
8 Labours 
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本調査では Director of Environment の Mataio Tekinene 氏からも直接聞き取り調査を

行った。以下の内容は同氏からの情報による。この組織図からも分かるとおり、Director of 
Environment が実質的な活動の中心となって環境関係の活動を指揮している。 
 
3.3.1 環境関係の法律・規制 
ツバル国には直接環境のみ規定した法律はない。しかし現在「環境法」に相当するもの

が検討されており近々制定されると予定とのことである。法律ではないが、National 
Environmental Management Strategy(NEMS)が環境に関する基本的な方向性を示してお

り、地球温暖化問題、廃棄物処理等についても言及している。中心部であるツバル国フナ

フチ環礁は全島が海抜 2～4m しかなく、世界で最も CO2排出に伴う地球温暖化による海面

上昇の影響を受けるとされており、地球温暖化問題に対する関心は高く、京都議定書と各

国の対応状況にも多大な関心を寄せている。 
 
3.3.2 環境省の活動状況 
環境省が中心となって行っている環境社会配慮関係の活動は以下の通りである。 

1. 地球温暖化問題の住民への周知徹底プログラムの遂行。具体的には海面上昇問題(SLR: 
Sea Level Rise)が中心となっている。 

2. 廃棄物収集・管理 
・ 毎日のごみ・廃棄物の収集・投棄業務は下請けを使って実施している。 
・ 廃棄物投棄場所のモニタリング、監視活動を行っている（フナフチ環礁の幅は狭い

ところで 10m と極端に狭いが南北には長く中心部より約 10km 離れた最北端をご

みの最終捨て場所としている。焼却処分を行っていないため、ごみは野積みされて

いる）。 
・ プラスチック、鉄、ガラス等は分別回収を指導している。 
・ 液体廃棄物の監視をおこなっている（し尿、養豚汚水、台所排水等）。 
・ 医療廃棄物の焼却処理をおこなっている。 
・ 枯死植物の破断処理をおこなっている。 
・ 有害廃棄物等（廃油、バッテリー、医療機器、コンピュータ）の処理を行っている。 

3. International Waters Project (IWP)の活動として沿岸水域の汚染防止活動を行ってい

る。 
4. 国際的な環境フォーラム、環境会議、その他国際的な活動にも参加している。 
5. フナフチ環礁のラグーンを挟んだ対岸には南北約 15km に及ぶ自然のままの珊瑚礁群

があり、保護区域に指定されている。これらの自然保護区域の管理も環境省の所管で

ある。図-SDF に自然保護区域の珊瑚礁群（破線で囲んだ部分）を示す。 
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図‐RSW フナフチ環礁の環境保護区 
 
以上に述べたツバル国の行政組織および環境省の活動状況から、ツバル国は JICA 環境社

会配慮ガイドラインへの対応が可能であり、本プロジェクトに関する環境社会配慮面の対

応能力はあると考えられる。 
 
3.4 建設サイトの変更と EIA  

2002 年 6 月に作成されたツバル国政府の要請書、The Project for the Upgrading Power 
Supply in Funafuti Atoll によると、新規発電所の予定サイトは既存の発電所の北東 500m
地点とある。この場所は未開地で、面積が十分でない場合は政府が埋め立てで土地を確保
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するとしている。従ってサイト変更が無ければ、埋め立て、整地、アクセス道路工事、水

道、電気等のインフラ工事開始に伴う動植物を含む環境への影響、また発電所操業に伴う

廃油、排ガス、騒音、化学廃棄物等による環境および社会上の問題点が懸念されるところ

であった。 
 
今回調査団は、未開拓地であるこのサイトの視察も行った。その結果、このサイトは野

生の草地の様相を呈し、土地のレベルは低く、北側に大きな海水の池が迫り、水際はマン

グローブが生い茂っている。周囲に人家はないものの養豚小屋が散在している。発電所を

建設した場合、廃油、化学物質等による周辺の環境、小動物、昆虫、植生に影響が出る可

能性がある。また発電所側からみても、東側、外海側が無防備なため、塩害、洪水の危険

に現在以上に晒される。さらに、整地、土盛り等の土木工事と水、電気等のインフラ整備

に相当の支出が要求される。 
変更後のサイトは既存発電所の敷地内であり、既存発電所の増設工事と位置付けること

ができる。このためアクセス道路、水道、電気、通信等のインフラは基本的に現在のもの

がそのまま使える。したがってインフラ等の新規建設に伴う外部への影響は当初案に比べ

れば大幅に緩和されたことになる。 
 
社会配慮も含む環境への影響も基本的に既存発電所の問題点の延長線上にある。現在の

発電所の問題点を踏まえて、これから新規に建設する発電所が既存の発電施設、および関

連施設との連携を含め、如何なる環境社会配慮上の影響を生ずるかを検討する必要があっ

たが、ツバル側は日本側調査団の訪問時点で既に予備的な環境影響評価を完了していた。 
今回その報告書の記述内容の検討をツバル国側と共同で行った。その結果を以下に記述

する。今回の予備調査の結果と、ツバル国側環境影響評価報告書の日本側への提出等の環

境関連手続きを完了することによって次の段階に進むことになる。 
 
3.5 EIA の構成と内容 
ツバル環境省で作成済みの環境調査案内容の要点は以下の通りである。(環境調査案：

Appendix６） 
 
（環境調査目次項目と要点） 
3.で EIA の手法の説明を行なっている。 
5.1.1 サイトの説明を行っている。春の大潮時、サイトの地下から海水が湧き出すことが

ある。この影響を軽減するため、若干の土盛りが必要である。 
5.1.2 サイトで実際に行なった 4 箇所の土壌調査の結果を記述している。 
5.2.1 現在 Administration Building があるところに新規に建設する。 
5.2.2.1 新庁舎とサッカースタジアムが完成すると将来需要が 1,097kＷに増加するとして
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いる。 
5.3 サイトの植生等を記述。塩害を受けやすい土地であるが、適応できる植物は生えてい

る。蝶、蜂等も含め環境に対する影響は特にない。 
5.4.1 固形廃棄物の収集、処分の方法を記述している。 
5.4.2 廃油その他化学廃棄物の処理について記述している。廃油は廃油タンクに集められ、

フィジーに送られて再生処理される。しかしディーゼルエンジンからリークする油は

側溝を通ってピットに流れて行く。ピットの浮遊廃油は回収されるものもあるが、一

部は地中に浸透して土壌汚染の原因となっている。 
5.4.3 トランス油に使われていた PCB による汚染状況についても調査している。 
5.4.4 汚水、排水の状況を記述している。 
5.5.1 140m2 の面積の屋根で受け止められた雨水は貯水能力 10,000 ガロンのタンクに蓄

えられて従業員の日常の生活用水として供される。飲用には適さない。タンクの内訳

は 4,000 ガロン 2 基、1,000 ガロン 2 基となっている。 
サイトの地下水は廃油で汚染されていると考えられる。また春の大潮時、地中から

海水が湧き出し 10cm～40cm の深さでたまることがある。また夏の暴風時、東に 20m
離れた太平洋側から暴波堤防を乗り越えて海水が侵入し、排水ピットを含むサイト内

に溜まりディーゼルエンジンに近づく寸前であったことがある。 
5.6 騒音問題に関しては近隣オフィスワーカー、住民とも大きな問題とはとらえていない。 
5.7 その他の問題として太平洋側からの塩分スプレーによる錆びの問題、操業上の問題、

経営上の問題、施設老朽化の問題、安全器具の問題等一般的な現在の発電所の状態を

述べている。 
6.1 新発電プラントの概略 
6.2 新発電プラントが環境に与える影響 
6.2.1 工事中振動、騒音の発生が予想されるため、EMP ガイドラインを遵守することが望

ましい。 
6.2.2 操業開始後の社会経済インパクトとして、騒音、近隣オフィスへの影響、ケーブル

敷設に伴う影響、既存の建物の撤去あるいは移動に関わるものがあげられている。さ

らに塩害による被害の低減措置、オペレーターの技量向上等の必要性も指摘している。 
6.2.2.5 環境へのインパクトとして、廃油の量が増える。輸送中および給油中の漏洩も起

こり得る。冷却排水処理の問題、ケーブル敷設に伴う植生への影響があげられている。 
6.2.3 災害について。火災が特に問題である。隣接する気象庁のヤードには水素タンクが

ある。暴風時、荒天時の太平洋岸からの大波、大潮時に徐々に地中から湧き出る海水

の問題も指摘している。 
 
以上の状況から判明することは、既存施設の操業によりすでに環境への影響が定量的に

把握されているため、新設分についてはこれを踏まえて評価することが可能である。 
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3.6 EIA の評価と環境社会影響配慮 
(1) 結論として現在の発電所敷地内に新規発電所を増設することによる環境社会影響配慮

上の問題はないと考えられる。 
(2) 本発電所における過去および現在の問題は廃油、ノイズ、大気汚染である。しかしこ

れらはほとんどが TEC の敷地内での問題で、周囲の環境に直接影響を与えるものでは

ないが、本格調査ではこれらの問題を考慮に入れて建設を行なう必要がある。 
(3) 廃油排水ピットを含む発電施設の基本設計に当たっては、通常の設計基準を遵守する

必要がある。 
(4) 非自発的移転等 JICA のガイドラインに抵触する問題は存在しない。 
(5) 建設工事期間中は大部分が地元の労働力を使うため、一時的にせよ雇用を通じて地域

経済に貢献する。 
(6) 発電所新設に関する社会的合意は得られていると考えられる。本年 1 月にフナフチ島

で送電ケーブルに起因する停電が一週間続き深刻な影響が出た。住民は電気の必要性

を認識しており、発電能力の増強に反対しているとは考えにくい。停電を避けること

によるポジティブな影響のほうが大きい。 
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第4章 適正な協力範囲 
 
4.1.1 需要想定の評価 

TEC の需要想定は前述したが、1995 年から 2004 年までの 10 年間に最大需用電力は約 2
倍となり平均年率 7%で増加してきた実績と、電力負荷がほぼ業務用（政府も含む）と家庭

用に限られている事から、一般的に言ってこの増勢はしばらく続くと思われる。もちろん

電力消費の効率化（いわゆる省エネルギー）またはピークカットを考慮しなければならな

いが、両部門とも電力消費に対する利便性（付加価値）が強く作用するので、供給制限な

どで強制的に削減させない限り、その影響は数%程度にしかならず誤差範囲内となろう。 
電力需要について人口推移による影響は大きいと思われるが、ここ当分フナフチの居住

人口は横這いであろう。加えてビジターが各種の社会経済活動を行なうことによる電力消

費原単位は住民より高いと思われ、これによりホテルまたは流通･商業関係での電力消費は

次第に活発になることが予想される。また現在の負荷特性は、季節変動が少なく年間負荷

率は約 67%程度と比較的高い。また、日最大負荷は午前中に発生し、年最大は 12 月に発生

する。以下の計画評価では TEC 計画の需要想定をそのまま採用するが、最適な計画を策定

する上で極めて重要な基本データであるため、本格調査時に再度検証が必要である。 
 
4.1.2 発電設備増強 

TEC 計画の発電機単機容量と基数に対して、供給安定度の考え方でいくつか代案を例示

できる。ポイントは 2005 年に予想されるピーク負荷時供給支障の回避、供給予備力を考慮

した単機容量の設定、今後 10 年間に想定される最大電力増加（約 1000kW から 2000kW）

に対応した適切な設置時期などである。また供給予備率は電力需要予測、発電設備数６基

（内既設２基）、単機容量、増設後の総設備容量などを勘案すると 20～25%が適切な範囲と

考えられるので、以下では 25%の供給予備率を維持するよう以下４ケースの設備計画を立

てることとした。 
 
◊：TEC 計画（定格出力 600kW の 80%を運用最大とする）を前提とすると、供給予備率維

持の観点で 4 台の増設時期のうち１台を１年前倒し（2005 年）にし、残りは TEC 計画よ

り 1 年ずつ遅らせる（2008 年および 2010 年）方が合理的である。（次ページ表 1） 
◊：これに対し運用最大を定格の 80%では無く定格容量 600kW として供給予備率を定義す

ると各機の設置時期は 2005 年、2008 年、2009 年、2013 年と想定され更に後ろ倒しとな

るが、単機容量がやや大きく余裕があるものの設備利用率が低い。(次ページ表 2) 
◊：そこで単機出力をより小型の 700kVA(560kW)のパッケージ型とした場合、同じく増設

時期は 2005 年、2008 年、2009 年、2012 年と想定される。(次ページ表 3) 
◊：まだ余裕があるので更に小型の 550kVA(440kW)のパッケージ型とした場合、2005 年、

2006 年、2008 年、2010 年が増設時期となる。（次ページ表 4）
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表１ TEC 計画基準 600kW４台（設計能力の 80%を運用最大として供給予備率 25%維持） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表２ TEC 計画基準 600kW４台（設計能力の 100%を運用最大として供給予備率 25%維持） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表３ 700kVA（560kW）４台（設計能力の 100%を運用最大として供給予備率 25%維持） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表４ 550kVA（440kW）４台（設計能力の 100%を運用最大として供給予備率 25%維持） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fogafale Power Sector Master Plan in Tuvalu
Initial Installed Forecast

Description Capacity
[KW] 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

1. PEAK DEMAND
TOTAL 774 1097 1163 1313 1392 1476 1565 1659 1759 1865 1977 2096

2. GENERATING OUTPUT
2.1 Fogafale Power Station

Existing Total Installed kW 1040 1040 1296 1296 1296 1048 800 800 800 800 800 800
2.2 New Power Station KVA

No.1(2005) 700 560 560 560 560 560 560 560 560 560 560
No.2(2008) 700 560 560 560 560 560 560 560
No.3(2009) 700 560 560 560 560 560 560
No.4(2012) 700 560 560 560

New Generator Total kW 560 560 560 1120 1680 1680 1680 2240 2240 2240
Total Installed Capacity kW 1040 1040 1856 1856 1856 2168 2480 2480 2480 3040 3040 3040

Reserve Factor kW 25.6% -5.5% 37.3% 29.3% 25.0% 31.9% 36.9% 33.1% 29.1% 38.7% 35.0% 31.1%

Fogafale Power Sector Master Plan in Tuvalu
Initial Installed Forecast

Description Capacity
[KW] 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

1. PEAK DEMAND
TOTAL 774 1097 1163 1313 1392 1476 1565 1659 1759 1865 1977 2096

2. GENERATING OUTPUT
2.1 Fogafale Power Station

Existing Total Installed kW 1040 1040 1296 1296 1296 1048 800 800 800 800 800 800
2.2 New Power Station KVA

No.1(2005) 750 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600
No.2(2008) 750 600 600 600 600 600 600 600
No.3(2009) 750 600 600 600 600 600 600
No.4(2013) 750 600 600

New Generator Total kW 600 600 600 1200 1800 1800 1800 1800 2400 2400
Total Installed Capacity kW 1040 1040 1896 1896 1896 2248 2600 2600 2600 2600 3200 3200

Reserve Factor kW 25.6% -5.5% 38.7% 30.7% 26.6% 34.3% 39.8% 36.2% 32.3% 28.3% 38.2% 34.5%

Fogafale Power Sector Master Plan in Tuvalu
Installed/Operating Forecast

Description Capacity
[KW] 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

1. PEAK DEMAND
TOTAL 774 1097 1163 1313 1392 1476 1565 1659 1759 1865 1977 2096

2. GENERATING OUTPUT
2.1 Fogafale Power Station

(Subtotal of Available Capacity 928/760 840 840 1040 1040 1040 840 840 640 640 640 640 640
2.2 New Power Station

No 1 (2005) 600/480 (80%) 480 480 480 480 480 480 480 480 480 480
No 2 (2006) 600/480 (80%) 480 480 480 480 480 480 480 480 480
No 3 (2008) 600/480 (80%) 480 480 480 480 480 480 480
No 4 (2010) 600/480 (80%) 480 480 480 480 480

(Subtotal of Available Capacity 2,400/1920 480 960 960 1,440 1440 1920 1920 1920 1920 1920
2.3 FIRM CAPACITY 320 320 720 1040 1040 1320 1320 1600 1600 1600 1600 1600
2.4 TOTAL AVAILABLE CAPACITY [KW] 840 840 1520 2000 2000 2280 2280 2560 2560 2560 2560 2560
3. POWER BALANCE (2.4-1.1) 66 -257 357 687 608 804 715 901 801 695 583 464
4. MAXIMUM UNIT CAPACITY [KW] 320 320 320 480 480 480 480 480 480 480 480 480
5. STAND-BY CAPACITY (3-4) -254 -577 37 207 128 324 235 421 321 215 103 -16 
6. Reserve Factor Reserve Ratio 7.9% -30.6% 23.5% 34.4% 30.4% 35.3% 31.4% 35.2% 31.3% 27.1% 22.8% 18.1%

Fogafale Power Sector Master Plan in Tuvalu
Initial Installed Forecast

Description Capacity
[KW] 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

1. PEAK DEMAND
TOTAL 774 1097 1163 1313 1392 1476 1565 1659 1759 1865 1977 2096

2. GENERATING OUTPUT
2.1 Fogafale Power Station

Existing Total Installed kW 1040 1040 1296 1296 1296 1048 800 800 800 800 800 800
2.2 New Power Station KVA

No.1(2005) 550 440 440 440 440 440 440 440 440 440 440
No.2(2006) 550 440 440 440 440 440 440 440 440 440
No.3(2008) 550 440 440 440 440 440 440 440
No.4(2010) 550 440 440 440 440 440

New Generator Total kW 440 880 880 1320 1320 1760 1760 1760 1760 1760
Total Installed Capacity kW 1040 1040 1736 2176 2176 2368 2120 2560 2560 2560 2560 2560

Reserve Factor kW 25.6% -5.5% 33.0% 39.7% 36.0% 37.7% 26.2% 35.2% 31.3% 27.1% 22.8% 18.1%
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この４ケースを比較すると、電力需要とその伸び、発電設備単機容量、当面の供給予備

力維持、設備利用率などからこの中では 550kVA（440kW）4 台が最もバランスが取れてい

る事が分かる。適正な範囲は 500kW 程度までであり、一方 440kW 以下の単機容量を採用

した場合 2010 年時点など至近点で更なる増設が必要となる。 
 
4.1.3 配電設備整備 
ここには配電設備項目で当初要請内容および今回調査での新規項目を全て列記した。 

(1)Maritime School の配電設備 
Maritime School（海事学校）に対する配電設備は途中に海底ケーブルが必要になるなど

費用が嵩むので現地調査をしてその必要性を確認した。Maritime School は Fogafale 島北

端から直線 800mの海を隔てたAmatoku島にあり、外航航路の船員養成設備となっている。

基盤は豪州政府の支援で設立され、その後フランスの援助があり、現在は ADB 支援による

リハビリ整備が進んでいる。 
ここでの電力負荷は現在フランス支援の 60kVA 発電機 3 台で賄われているが、故障頻度

が高く調査時は 1 台のみが稼動し 2 台は修理中であった。今後の負荷増加はワークショッ

プ訓練のための機械加工と溶接用電源が必要となる予定であるが、このための増分は間歇

使用 50kW 程度であり、既設発電設備でも充分であるがそれに不安があるならば数百万円

程度で可能な小型のパッケージを導入すれば事が足りよう。いずれにしても当初要請内容

にある総額 2 億円を超えるような海底部分を含む配電ケーブル設備は過剰と言える。 
 
(2)配電設備のグレードアップ要請 
さらに配電設備のグレードアップについて、概略設備仕様は示されたものの現況に対す

る詳細資料が提供されていないので、需要増に対して増強時期、または障害の程度など、

更なる現場精査が必要となろう。しかし現在障害発生中で修復の目処が立っていないケー

ブル、および目視点検の結果塩害のための外装腐食が激しい北部の S/S７、8、8A、8B に

ついては然るべき技術支援と援助をすることについて是と考えたい。 
 
(3)配電設備関係の優先順位 

以上から配電設備関係の優先順位は次のようになると考えられる。 
① 故障発生時のインスペクション用各種測定器、 
② 現在破損中の配電ケーブルの修復 
③ 北部の４変電設備の塩害対策 
④ 政府庁舎地域と新港湾設備に対する専用配電設備（ケーブルと配電変圧設備）の設置、 
⑤ Maritime School の小型パッケージ電源の設置 
⑥ 既設配電設備の容量増強 
次ページ以降、電力設備整備の単線結線図案、TEC レイアウト案を順次示す。 
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プロジェクト内容新旧比較 
 
 
 

2002年要請内容 予備調査時変更点

サイト位置
約300m北よりの政府所有未使用地 既設発電設備構内

発電設備
2 x 1400kW ディーゼルエンジン
発電機 4 x 750KVA 発電設備
据付用資材

補助設備器材 エンジン用
電気設備 配電盤８面（発電機電圧415Vの場合）
燃料タンク
廃油燃焼設備
据付資材

杖付け工事

予備品

新発電設備建屋
建屋 540平方m
土木工事 管理エリアを含む ( 7m x 20m =140平方m)
基礎工事

新旧発電設備の接続 11kV  XLPE 150sq 銅導体　鋼帯外装 100m*2条

11kV変電設備と配電盤設備 11kV 1500kVA 変圧器 x 2 基(屋外型)
11kV配電盤１１面
運転監視装置（PC２台)
設置工事(材料込み)

海底ケーブル 本島と海事学校間 Fogafale－Amatoku間 *
配電設備 新政府庁舎、接続箱、新病院間 ツバル側で実施済み

増強港湾設備, 配電変圧設備8B, 海事学校 海事学校向けは単独発電設備で供給

配電用変電設備 新政府庁舎、新病院 ツバル側で実施済み
港湾設備、海事学校 海事学校向けは単独発電設備で供給

電圧調整装置 緊急時用予算

* 海事学校 配電設備関係オプション
既設電力供給 故障時測定器具

仏支援による60 kVA発電設備３基 海事学校への小型パッケージ発電設備設置
将来需要 : 訓練用整備機械（溶接機、工作機械など） 新政府庁舎と港湾設備増強後の専用配電設備

(最大50kW間歇需要） 旧政府庁舎用100kVAと増強港湾設備用300kVA変電設備
元要請内容 配電ケーブル（含海底ケーブル）, 変電設備, 電圧制御装置既存配電設備の復旧と増強

最大 (TEC提案を全て実施)
代替案 50kWパッケージ型発電設備と島内配線 最小 (現在故障中部分のみ復旧)
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Brief Single Wire Skeleton of TEC Gen-Station (Draft Example for Discussion) 
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TEC Lay Out 
Case 1 (TEC idea) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Case 2 (Team recommend) 
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第5章 本格調査実施時の留意点 
 
予備調査の内容から本格調査では、次の項目が留意点となる。 

(1)需要予測の再確認 
・想定新規需要先を再確認 
・実績についても可能な限り需要率と不等率により最大電力の根拠を理論的に確認 
・発電機運用最大を定格出力とする点および予備率 25%確保について確認 
 
(2)発電機の選定の要点 

・容量（500kW～800kW 程度）と基数の再確認 
・発電機型式について Package 型を含め幅広く考慮（費用の削減） 
・通常運転は部分負荷域になるので部分負荷効率の差異も考慮（変動費削減） 
・発電機電圧の再設定（11kV を採用できれば低圧配電盤と昇圧トランスが不要となる） 
・スペアパーツの共通化のため、可能な限り単一機種とする。 
・極力短納期のものを選定し 2005 年のピーク需要に間に合わせる。 
 
(3)発電設備および関連設備機種とレイアウト 

・配電盤関係は全て屋内仕様を前提に検討 
・監視システムを導入する場合は PC を利用した簡便なシステムを考慮 
・東西配置と南北配置の 2 通りについて潮風の影響と将来増設方向も含めて考慮 
・高潮時の海水浸入に対しフロアレベルの嵩上げを考慮 
・管理棟は取り壊さず現在のものをそのまま横移動させて用地を確保する方法も検討 
 
(4)配電設備 

・既設の精確なケーブル埋設点が確認できないためルート選定と施工に留意 
・要求のあった既設不良箇所の復旧と増強についてはコストを慎重に検討 
・Maritime School に配電ケーブルを設置する案は除外し、小型発電機（Package type） 
で代替する案を検討 
・現行配電系統保護方式との整合性を検討 
 
(5)環境配慮その他 

・廃油などが地中に浸透しないよう考慮 
・風向と周辺設備の関係から排気位置に配慮 
・発電機室の給排気について潮風への配慮と室内熱気充満防止を考慮 
・飲料用雨水の収集設備と貯水タンク設置を検討 



- 35 - 

第6章 予備調査団の構成 
6.1 団員構成 
（1）総括         三村悟（独立行政法人国際協力機構 

アジア第二部 大洋州チーム 主査） 
（2）電力計画／環境社会配慮  佐々木敏雄 （財）日本エネルギー経済研究所 
（3）発電設備計画     金田精彦   （財）日本エネルギー経済研究所 
 
6.2 予備調査日程 
3. 調査工程表（平成 16 年 7 月 10 日～7 月 31 日） 
 月／日 日程／調査内容 宿泊 
1 7/10（土） 移動、成田－ナンディ（フィジィ） 機中泊 
2 7/11（日） 移動、ナンディ－スバ スバ 
3 7/12（月） 移動、スバ－フナフチ（ツバル、）午後ＭＯＦＡ、Ｍ

WE 表敬訪問、打ち合わせ 
フナフチ 

4 7/13（火） TEC で打合わせ MD 検討 フナフチ 
5 7/14（水） TEC 打合わせ 三村氏 MD サイン、発電機視察、

全島視察 
フナフチ 

6 7/15（木） TEC 打合わせ、技術資料等確認、入手、検討 フナフチ 
7 7/16（金） TEC 打合わせ、環境問題検討 フナフチ 
8 7/17（土） 報告書作成 フナフチ 
9 7/18（日） 報告書作成 フナフチ 
10 7/19（月） TEC 打合わせ、既存発電機の能力確認、振動計測

新規発電所の敷地の Dimension 確認等 
フナフチ 

11 7/20（火） TEC 打ち合わせ（金田）、環境省訪問（佐々木） フナフチ 
12 7/21（水） TEC 打ち合わせ、Plot Plan、桟橋と燃料タンク、

パイプライン、Manu Folau 離島連絡船視察  
フナフチ 

13 7/22（木) TEC 打ち合わせ、工事遂行体制、PWD との関連、

レーバー確保、スタジアム北側の旧サイト視察 
フナフチ 

14 7/23（金） Amatuku 島の船員養成学校の発電関連施設視察 フナフチ 
15 7/24（土） 報告書作成 フナフチ 
16 7/25（日) 報告書作成 フナフチ 
17 7/26（月） TEC 打ち合わせ、環境省打ち合わせ フナフチ 
18 7/27（火） 全島サブステーションの状況確認視察 フナフチ 
19 7/28（水） 全体会議 フナフチ 
20 7/29（木） 移動 フナフチ－スバ スバ 
21 7/30（金） JICA フィジー事務所報告 スバ 
22 7/31（土） 移動 スバ－ナンディ－成田 帰着日 
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6.3 面談者リスト 
 
・ Mr. Tine Leuelu 

Secretary for Foreign Affaires and Labour 
Government of Tuvalu 

・ Mr. Pusinelli Laafai 
Acting Secretary for Works and Energy 
Ministry of Works and Energy 

・ Mr. Isaia Taape   
Assistant Secretary 
Ministry of Works and Energy 

・ Mr. Mafalu Lotolua 
General Manager 
Tuvalu Electric Corporation 

・ Mr. Luke Paeniu 
Aid Coordinator 
Ministry of Finance 

・ Mr. Mataio Tekinene 
Director of Department of Environment 
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6.4 収集資料リスト  
(1) Tuvalu Proposal Exhibit A, Exhibit B (attachment of proposal 2002) (Hard Copy) 
(2) Official Note for Changing Site Allocation of New Gen-set (Copy) 
(3) Quarterly Statistical Report (December Quarter 2003) (File) 
(4) Census 2002 Household tables (File) 
(5) Ministry Organization Structure (File) 
(6) TEC Organization Structure (File) 
(7) Outstation Structure (File) 
(8) Fogafale Existing HV System Layout (File) 
(9) System Diagram for HV Distribution (System Diagram3) (File) 
(10) Environmental Assessment of New Power Plant1 (File) 
(11) Top 20 electricity consumers and TEC statistics for 1999-2003 (File) 
(12) Fogafale Power Balance-750KW (File) 
(13) Fogafale Power Balance2-900KW (File) 
(14) Fogafale Power Balance3-600KW (File) 
(15) TEC Financial Table (File) 
(16) Distribution HV Assets Cable Length (S/S, Cable List, Gen-set List) (File) 
(17) Log Sheet Data 1996-2003 (yearly) (File) 
(18) Existing Site Layout Map (detail) (Sketch) 
(19) Fogafale Layout Map (Hard Copy & File) 
(20) Administration Office Layout (1 Floor, 1 Computer, 1 Document, 1 GM) 
(21) Distribution S/S Allocation Map (Photo) 
(22) Conservation Area Map (DOEnv) 
(23) Top 20 Energy Users for the Month of JULY 2003 
(24) Fogafale Station statistic-2003 (monthly) (File) 
(25) Fogafale Station statistic-2004 (monthly) (File) 
(26) Fogafale Station statistic (daily) (File) 
(27) Existing Transformers and Switchgears Information (File) 
(28) List of Testing Equipment (File) 
(29) Laws of Tuvalu Revised Edition 1990 Chapter 41 (Electricity Act) (Hard Copy) 
(30) Tuvalu Development Plan (Hard Copy) 
 
 
 
  



 

Appendix１ 予備調査時における変更点および確認事項 
Appendix２ 電力関係組織図 
Appendix３ TEC 財務管理表 
Appendix４ Fogafale Power Balance (600kW, 750kW, 900kW) 
Appendix５ 配電設備一覧 
Appendix６ EIA 案 
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